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報道関係各位 
2025 年 11 ⽉ 19 ⽇ 

⼀般社団法⼈コミュニティマーケティング推進協会 
株式会社コミュニティマーケティング総研 

 

 

「コミュニティマーケティング」の認知は 7 割、過半数がその必要性を感じている 
―「コミュニティマーケティング⽩書 2025-2026」（速報版）― 

 

 
コミュニティマーケティングの情報共有や学びの場を提供・⽀援する「⼀般社団法⼈コミュニティマーケ

ティング推進協会」（代表理事：⼩島英揮、所在地：神奈川県横浜市。以下「本協会」）とコミュニティマー
ケティングの実践知を体系化し、知⾒の蓄積と活⽤を⽀援する「株式会社コミュニティマーケティング総
研」（代表取締役：⻑橋明⼦、所在地：東京都港区。以下「コミュニティマーケティング総研」）は、「コミュ
ニティマーケティングの実態調査レポート 2025-2026」（通称：コミュニティマーケティング⽩書 2025-
2026）（速報版）を公表しました。 

 
これは、2026 年春に発⾏予定の「コミュニティマーケティング⽩書 2025-2026」に先駆けて実施した

2025 年のコミュニティマーケティングに関する認知や理解、取り組み意向に関するアンケート調査の結果
を、速報版として公表するものです。本調査は、今年 10 ⽉にインターネットを通じて実施し、⽇本国内の企
業（⼤企業〜中⼩企業、特定 8 業種）に勤めるビジネスパーソン（20 歳〜69 歳の男⼥）で、業務に「マーケ
ティング」または「カスタマーサクセス」に関わる⽅ 2,066 ⼈から有効回答を得ました。本調査のポイント
は以下の通りです。詳細は別紙をご参照ください。 

 
 

 

●「コミュニティマーケティング⽩書 2025-2026」（速報版）のポイント 
 

① 「コミュニティマーケティング」は⾔葉としての認知が 7 割に達し、必要性を感じる層が過半数に及ぶ
など、社会的認知はすでに定着段階にある。 

 

② コミュニティマーケティングは、B2Bサブスクリプション型ビジネスや⼤企業を中⼼に実践フェーズが
進⾏しているが、中⼩企業では経営層と現場層の認識のギャップが課題として浮上。 

 

③ コミュニティマーケティングは、B2C/B2Bのいずれにおいても、サブスクリプション型ビジネスの⽅が
⾮サブスクリプション型ビジネスより認知度・必要性・取り組み度合いが⾼い。 

 

④ コミュニティマーケティングを実施する⽬的は、「既存顧客の売上拡⼤」「既存顧客のロイヤルティ向
上」「クチコミ促進」がメインだが、消費財系製造業や IT・ソフトウェアのセグメントでは、「顧客との
共創」にも期待が⾼い。 

 
 

 
本調査結果の詳細内容は、2026 年春に発⾏予定の「コミュニティマーケティング⽩書 2025-2026」に掲載

される予定です。また現在、⽩書の本調査となるアンケートへのご協⼒を募集しております。詳細は別紙を
ご参照ください。 

 
 

プレスリリースに関するお問い合わせ 
⼀般社団法⼈コミュニティマーケティング推進協会 事務局 

E-mail: contact@CommunityMarketing.jp 
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＜別紙＞ 
「コミュニティマーケティング⽩書 2025-2026」（速報版）詳細 

 
 

●調査概要 
1. 調査⽬的：近年、既存顧客や⾒込顧客などを対象にコミュニティを形成し、コミュニティを通して顧客理解、顧客育

成、顧客創出を⾏うコミュニティマーケティングを実践する企業が多く⾒られる。⼀⽅、コミュニティマーケティン
グという⼿法の認知度や取り組み実態については、いまだ包括的な調査がされていない。そこで、コミュニティマー
ケティングの理解や取組み状況を把握するための基となるデータを提供することを⽬的として調査を⾏った。 

2. 調査対象：⽇本国内の企業（⼤企業〜中⼩企業、特定 8 業種）に勤めるビジネスパーソン（20 歳〜69 歳の男⼥）で、
業務で「マーケティング」または「カスタマーサクセス」に関わる⽅ 

3. 調査⽅法：Web アンケート調査 
4. 調査期間：2025 年 10 ⽉ 16 ⽇〜10 ⽉ 21 ⽇ 
5. 調査主体：⼀般社団法⼈コミュニティマーケティング推進協会 / 株式会社コミュニティマーケティング総研 

調査実施機関：株式会社インテージ 
 
●コミュニティマーケティングの認知度 
回答者全体に対し、「コミュニティマーケティング」という⾔葉に対する認知を尋ねたところ、全体の 7 割程
度が⾔葉⾃体を認知しており、かつ、全体の 35%は意味も理解しているという結果となった。また、「コミュ
ニティマーケティング」の定義を⽰した上で、コミュニティマーケティングの必要性について尋ねたとこ
ろ、全体の半数以上（54%）がある程度以上の必要性を感じていることから、社会的認知、その必要性の⾼
まりを⽰した結果となっている。 
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●企業規模・職務レイヤー別 
コミュニティマーケティングへの取組み状況を企業規模、職務レイヤー別に分析したところ、 
コミュニティマーケティングは、⼤企業では経営層（部⻑以上）・現場層（課⻑以下）共に約半数が
「既に取り組んでいる」「取組みを検討している」と回答しており、実践フェーズが進⾏していること
が⾒て取れた。⼀⽅、中⼩企業では、現場層では約 4 割が「既に取り組んでいる」「取組みを検討して
いる」と回答しているが、経営層は 28%と全体の中でも最も低く、現場の実態と経営層の認識のギャッ
プが課題として浮上した。 
 

 
 
●ビジネスモデル別 
コミュニティマーケティングに対する認知・必要性をビジネスモデル別に分析したところ、コミュニテ
ィマーケティングの認知度が最も⾼いのは B2C（消費者向け）サブスクリプション型ビジネスであり、
実際の取り組みが最も多いのは B2B（法⼈向け）サブスクリプション型ビジネスであることがわかっ
た。B2C/B2B いずれも、サブスクリプションビジネスの⽅が⾮サブスクリプションビジネスと⽐べ、
認知度・必要性に対する認識・取組み度合いが⾼いことがわかった。 
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●コミュニティマーケティングに期待する効果 
コミュニティマーケティングに期待する成果に関する設問を分析したところ、全体の傾向として「既存
顧客の売上拡⼤」「既存顧客のロイヤルティ向上」「クチコミ促進」が最も多く選択された。また、業種
セグメント別で⾒ると、消費財系製造業や IT・ソフトウェアのセグメントでは、「顧客との共創（製品
や新規事業など）」の回答も多く、既存顧客のリテンションやクロスセルの場にとどまらず、顧客と共
に新たな価値を創出する場として捉える様⼦も⾒て取ることができた。 
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●コミュニティマーケティング⽩書について 
コミュニティマーケティング推進協会では、業界全体のコミュニティマーケティングの理解促進と実践
⽀援を⽬的に、「コミュニティマーケティングの実態調査レポート 2025-2026」（通称：コミュニティマ
ーケティング⽩書 2025-2026）を発⾏します。⽩書では、コミュニティマーケティングの実践者だけで
なく、⽀援事業者・プラットフォーム提供者も含めた包括的な調査を実施し、コミュニティマーケティ
ングに関する現状・課題・成功事例・知⾒を中⽴的な⽴場から整理・発信してまいります。発⾏は 2026
年春頃の初版発⾏を⽪切りに、2028年までに 3 回を予定しています。 
 
⽩書のアドバイザーとして、以下の 4社にご協⼒いただいております（順不同）。 
• コミューン株式会社 
• Canva Japan 株式会社 
• Gainsight 株式会社 
• 株式会社 7c 
 
本調査結果の内容やより詳細な分析は、⽩書に掲載される予定です。また現在、コミュニティマーケテ
ィングの実践者や⽀援者などを対象に、⽩書の本調査となるアンケートへのご協⼒を募集しておりま
す。アンケート調査にご協⼒いただける⽅は、こちらのリンクからぜひご回答ください。 
 
コミュニティマーケティング⽩書 2025-2026 アンケート調査 
https://www.surveymonkey.com/r/QRVBCPL 
 


